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長周期波算定モデルと砕波帯内長周期波の統計的性質

Modeling and Statistical Properties of Long Period Waves in the Nearshore Zone

関 克 己1・ 野 田祐貴2・ 猪澤 悠3・ 木村貴 之4・ 水 口 優5

Katsumi SEKI, Yuki Noda, Yu IZAWA, Takayuki KIMURA and Masaru MIZUGUCHI

Long period waves are sometimes significantly large and cannot be neglected even for engineering purposes in the nearshore
zone. The growth of amplitude of long waves and phase shift between short wave envelope and incoming long waves on slop-
ing bottom have been studied but not clearly understood. We present a theoretical model for the long wave evolution on the
basis of the linear long wave equation with forced term and the model of breakpoint forced long waves. The present model
shows good agreement with experiment results of random wave field. Then this model was applied to field observation data,
and we show that the amplitude of long waves inner surf zone could express with squared of significant wave height.

1.　は じめ に

浅海域か ら砕波帯内,お よび遡上域において周期数十

秒から数分のオーダの長周期波の存在が工学上問題 とな

ることが既往の研究により明らかになってきている.代

表的なものでは,波 の打ち上げ高や越波に関 しては平石

ら(1998),漂 砂 現象に対 しては内野 ら(2004)な どがある.

浅海域に存在する長周期波は,短 周期波(風 波)の 波

群(包 絡波)に 拘束される拘束長周期波 と,自 身の分散

関係式による波速により伝播する自由長周期波とが混在

している.観 測 される長周期波は両者の和 となるが,両

者の波速が異なるために拘束長周期波と自由長周期波 と

を統一的に取 り扱った研究は少ない.し かし波の打ち上

げ高や越波などを取り扱 う場合には,短 周期波と長周期

波 との重なり方,つ まり短周期波(包 絡波)と 長周期波

との位相関係が重要である.そ のため長周期波を時系列

として予測することが望まれる.

包絡波と長周期波の位相関係に着 目した研究 として

Janssenら(2003)やBattjesら(2004)の 研究がある.こ の研

究では,包 絡波2乗 関数と長周期波の位相関係について

検討 しており,波 の進行とともに,長 周期波 と包絡波の

位相関係がずれて くることを実験的に明らかにしている.

また,強 制項付波動方程式を用いることにより,砕 波帯

直前までの長周期波を評価できるモデルを提案 している.

しか し,こ のモデルでは包絡波と長周期波の位相差に関

しては実測値を入力するものであ り,位 相関係も含めて

予測できるモデルにはなっていない.

本研究では,拘 束長周期波 と自由長周期波の両者を統

一的に取り扱い可能な長周期波算定モデルである関 ・水

口(2008)の モデルに,砕 波に伴い発生する自由長周期波

のモデルを組み込むことにより,浅 海域か ら砕波帯内に

適用可能な長周期波算定モデルを作成する.ま た,作 成

したモデルを用いて,現 地砕波帯内における長周期波の

振幅の統計的性質について検討する.

2.　長周期波算定 モデル

本研究では,砕 波帯外の長周期波算定モデルとしては

関 ・水口(2008)に よ るモデルを用いる.こ のモデルは一

様勾配斜面をステップ地形近似(図-1参 照)す ることによ

り,岸 向き長周期波 ηliの時系列算定式を,斜 面上での

拘束長周期波 ηb2,拘 束長周期波の変形 に伴 う発生 自由

長周期波 ηfi2,およ び入射 自由長周期波 ηfiの和 として

表現する.

(1)

ここで各成分の振幅および位相 θは一様勾配斜面をス

テップ地形近似することにより以下のようになる.な お,

入射 自由長周期波に関してはGreen則 による浅水変形,

(2)

(3)

図-1　 ステップ地形近似概要図
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図-2　 関 ・水 口(2008)に よ る位 相差

(4)

(5)

および長波の波速で伝播するとして取 り扱う.

こ こで,下 付 き添字1,2は それぞれステ ップ地形の沖

側および岸側 での値を示 し,Tf,LHSはLonguet-Higgins

and Stewart (1962)に よ る拘束長周期波理論解における包

絡波2乗 と拘束長周期波の伝達関数を,Aは 包絡波を示

す.な お,位 相 を示す式(4)・(5)中 に含まれるδは,図

中にあるようにステップ地形近似における水深不連続地

点の位置を示 しており,Cg,CLは それぞれ群速度およ

び長波の波速を示 している.

つ まり,あ る地点における岸向き長周期波は,局 所水

深による拘束長周期波 と拘束長周期波の斜面上の変形に

伴う発生 自由長周期波,さ らに斜面への入射自由長周期

波の和 として表され,位 相差はステップ地形の水深不連

続地点を適切に設定することにより考慮する.

(1)　位 相差算定法の改良

関 ・水口(2008)で は位相差を考慮する際,長 波の波速

を基準に,斜 面とステップ地形 とで波の到達時間が一致

するように,水 深不連続地点を決定 していた.し か し,

この方法では図-2に 示 すように位相差が距離に対 して極

値を持っ関数となり,単 調増加とはならない.こ こでは

τgg群速 度による到達時間,τgLは ステ ップ沖側では群速

度,ス テップ上では長波の波速で伝播 した場合の到達時

間を示す.

本研究では,各 成分の位相を以下のように算定する.

1)算 定地点 までの群速度および長波の波速による到達

時間の差を一様勾配斜面で算定する.

2)ス テ ップ地形 において1)で 算定 した到達時間差が再

現されるような水深不連続地点を設定する.

これにより図-3の よ うに位相差が単調増加関数 として

表現できる.

(2)　モデル概要

上記のモデルに,砕 波点の変動に伴 う発生自由長周期

図-3　本モデルによる位相差および水深不連続地点

波の算定モデルを組み込むことにより,砕 波帯内の長周

期波予測モデルを構築す る.

砕波点の変動に伴 う発生 自由長周期波 は関 ら(2006)の

モデルを用いる.こ のモデルでは,岸 向きの発生自由長

周期波 ηBFLW,iは砕波点直前 の包絡波形と線形の関係で

あり,式(6)の ように示 される.

(6)

ここで,TfBFLWは 包絡波形 と砕波に伴い発生する岸向き

長周期波 との伝達関数,γ は砕波点付近での波高水深比

(0.7とす る)で ある.

つ まり,砕 波帯内において長周期波を算定する場合は

式(1)に 式(6)を 加 えたものとなる.な お発生自由長周期

波の位相は,群 速度により伝播する包絡波形の位相(拘

束長周期波 と同位相)と している.

具体的な算定方法は以下に示すような流れになる.

1)入 力条件 は斜面先端 における包絡波形および岸向き

長周期波の時系列である.

2)代 表波高 ・代表周期か ら平均砕波点を設定する.

3)砕 波帯外で算定する場合は式(1)を用 いる.

4)砕 波帯内で算定する場合,設 定 した砕波点において

式(1)(砕 波点に入射する成分)お よび式(6)(砕 波点で

発生する成分)を 用いて岸向き長周期波を算定 し,そ れ

以降は自由長周期波として取り扱う.

なお,本 モデルにおいては包絡波の変形 に関 しては線

形を仮定 しており,波 群変調などは想定 していない.

3.　物 理実験データの との比較

本研究で提案する長周期波算定モデルについて実験結

果 との比較を行 う.不 規則波を用いた断面実験データを

用いて,モ デルの精度検証を行った.
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図-4　実験水槽概要図

(1)　実験概要

実験概要は,関 ら(2006)に 詳 しいが,図-4に 示 すよう

に,遡 上の影響を除 くため,1/20勾 配 の斜面の後に一様

水深部を設けて実験を行った.岸 側境界に消波マ ットを

設置することにより,短 周期波成分の反射を防いでいる.

また造波機は吸収制御機能を有 してお り,長 周期波の造

波板からの再反射を防いでいる.な お,座 標原点は造波

板原点とし,岸 向きを正とする.

造 波信号はBretschneider・光 易型の標準スペク トルを

用いて作成 し,そ の際の有義波高は3.0cm,有 義 周期1.0s

であ る.な お造波時間に関しては,長 周期波の統計処理

を行うことを考慮 して1200s(カ ッ トオフ周波数0.40Hz

の波 に対 して400波 程度)の 造波を行った.

実 験データは,水 面変動を分圧式波高計(正 豊工学製),

水 平流速を電磁流速計(東 京計測製)で 計測 し,AD変

換 ボードを実装 したパソコンによりサンプ リング周波数

50Hzで 収録 した.

取得 した水面変動データに対 して,数 値 ローパスフィ

ルターを施すことにより長周期成分を抽出する.ま た長

周期オーダの水面変動と水平流速データに水口(1991)に

よ る非線形長波理論に基づ く入反射波分離法(NL法)

を施 し,岸 向き ・沖向き長周期波を算定する.

(2)　実験データとの比較

図-5に 砕波帯外の代表地点 としてx=11.75m,12.75m,

砕波 帯内の代表地点 としてx=13.75m,14.35mの 計4地

点において,岸 向き長周期波に関する実験データとモデ

ル算定結果の比較を示す.な お,x=10.50mは 一様水深

部であり,モ デルにおける入力時系列である.砕 波帯外

においては,モ デルは実験結果と良 く一致 しており,砕

波帯内において も,振 幅 ・周期 ともに実験結果を良 く再

現 していることが分かる.

図-5　岸向き長周期波の実験データとモデル計算結果の比較

図-6(a)　 砕波 帯外(x-12.75m)で の実験 結果 とモデ ルの

岸 向 き長 周期 波パ ワース ペ ク トルの比 較

図-6(b)　 砕波帯 内(x=14.35m)で の実験 結果 とモデ ルの

岸 向 き長周 期波 パ ワー スペ ク トル の比較
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図-6に は岸向き長周期波のパ ワースペク トルでの比較

を示す.図-6(a)は 砕 波帯外のx=12.75m,(b)は 砕 波帯内

のx=14.35m地 点 で の デー タで あ る.砕 波 帯外 で の

f>0.3Hzの 領域で,実 験データに比べてモデルによる

算定結果 は過小評価 しているものの,砕 波帯内外 どち ら

の地点においてもエネルギー(面 積)だ けでなく,ス ペ

クトル形状 も良 く再現できていることが分かる.

4.　現 地観測デ ータに基づ く砕波帯内長周期波

の統計量について

本章では,提 案するモデルに関 して現地適用性につい

て検討するとともに,現 地砕波帯内の長周期波の統計的

性質について考察する.

(1)　現地観測概要

現地観測は(独 法)港 湾空港技術研究所波崎観測用桟

橋に空中発射型超音波式波高計を設置 して行った.デ ー

タサ ンプ リングは5Hzで 行 い,2時 間 のデータを1つ の

セットとして解析 している.図-7に 波高計設置位置およ

び代表的な海底地形(2007年4月10日)を 示すが,桟 橋先

端 ・桟橋中央部付近および砕波帯内それぞれの地点で,

波高計4台 をセットとして,観 測された長周期波データ

を波高計群による入 ・反射波分離手法を用い,岸 向きと

沖向きに分離 している(関 ・水口,2004).

解析 するデータは,2006年4月10日 か ら2007年5月7日

の中で,桟 橋先端が砕波帯外になるように,潮 位が高 く

また波高があまり大 きくない時間帯のデータを選んで使

用する.表-1に 使用 したデータの詳細を示す.

(2)　統 計的性質

砕波帯内の岸向き長周期波は,本 モデルにおいては,

拘束長周期波に起因す る包絡波の2乗 に比例する成分 と,

包絡波に比例する砕波点の変動に伴 う発生自由長周期波

および入射 自由長周期波 との和で表されることになる.

そ こで第一次近似として入射自由長周期波,位 相差を無

視すると以下の式になる.

(7)

ここではTf,bf拘 束長周期波 とその変形 に伴う発生自

由長周期波に関する伝達関数であ り,関 ・水口(2008)

にあ るように式(8),(9)を 用 いることにより算定可能で

ある.

(8)

(9)

つまり,包 絡波(風 波)の 波高の2次 関数 として表現

図-7　現地観測概要

表-1　現地観測解析データ概要

図-8　有義波高と砕波帯内岸向き長周期波の代表波高の関係

できることになる.表-1に 示 した現地観測データと式(7)

の計算結果との比較を図-8に 示 す.横 軸は風波成分の0

次 モーメントか ら算定 した有義波高であり,縦 軸は砕波

帯内の岸向き長周期波の0次 モーメン トの平方根(以 下,

砕波帯内岸向き長周期波の代表波高と記す)で ある.な

お式(7)を 記入する際には,包 絡波の波高 と有義波高 と

に2倍 の関係を想定 している.

図か ら分かるように,現 地観測結果は2次 関数 として

の挙動を示 しており,ま たモデルを用いることにより砕

波帯内の長周期波のエネルギーが評価できている.
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図-9　風波のピーク周波数と砕波帯内岸向き長周期波の

代表波高の関係

図-9は 風波成分の周期の影響を検討するために,横 軸

にパ ワースペク トルか ら得 られたピーク周波数 と砕波帯

内岸向き長周期波の代表波高 との関係を示す.

現 地観測データでは,ピ ーク周波数の増大に伴い砕波

帯内の岸向き長周期波は低下する傾向があり,そ の傾向

をモデルでも表現できている.こ れは風波成分の周期が

短 くなると相対水深が小さくなり,拘 束長周期波の影響

(包絡波の2乗 の係数)が 小さくなることに対応す ると考

えられる.

図-10に 風 波のピーク周波数を変えた時の式(7)の変化

の様子を示すが,ピ ーク周波数が小 さいほど2次 の係数

が卓越 している様子が分かる.

3.　お わ りに

本研究で提案するモデルは,斜 面上での拘束長周期波

の変形,お よびその変形に伴い発生する自由長周期波を

位相差も含めてモデル化 したものであり,さ らに砕波点

の変動 に伴 う発生 自由長周期波を組み込むことにより,

浅 海域か ら砕波帯内での岸向き長周期波を時系列として

予測可能なモデルである.算 定 された結果は実験データ

を良 く再現 している.

さらに,提 案 したモデルを用いて現地観測データにお

ける砕波帯内の岸向き長周期波の統計的性質について検

討を行った.そ の結果,砕 波帯内の長周期波 は有義波高

の2次 関数として評価可能であり,ま た風波成分の周期

が長いほど大 きくなることを明らかにした.

今後の課題 としては,現 地観測データを追加 しての更

なる詳細な検討,お よび沖向き長周期波(長 周期波の汀

線での反射)の 影響を取 り込むことである.

図-10　風波のピーク周波数の違いによる砕波帯内

岸向き長周期波の代表波高の変化
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